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第一部  税徴収優遇/財政補助政策（2020年 3月 31日まで） 

番号 優遇政策 文書名 対象企業/従業員 

1 

2020年 1月 1日から、感染症流行予防・コントロールにかかわる

重点保障物資の生産企業に対し、新たに増加した通常は繰越税額

となる増値税が全額直接還付される。優遇政策の適用期限は、感

染症流行状況を考慮し別途公告される。 

「新型コロナウイルス感染の肺炎感染症流行予防・コ

ントロール支援に関する財政部、税務総局の公告」

（2020年第 8号） 

「新型コロナウイルス感染の肺炎感染症流行予防・コ

ントロール支 

援に関係する租税徴収管理事項に関する国家税務総局

の公告」（2020年第 4号） 

感染症流行予防・コントロール重点保障物資生産企

業（企業のリストは省級以上の発展改革部門、工

業・情報化部門が確定） 

2 

2020年 1月 1日から、感染症流行予防・コントロールにかかわる

重点保障物資の運送により取得した収入について、増値税を免除

する。優遇政策の適用期限は、感染症流行状況を考慮し別途公告

される。 

感染症流行予防重点保障物資輸送サービスを提供す

る納税者（物資分類の詳細は国家発展改革委員会感

染症流行予防重点保障物資リストを参照） 

3 

2020年 1月 1日から、生産能力拡大のため新たに購入した関連設

備について、企業所得税税引き前に一括で損金算入することを許

可する。優遇政策の適用期限は、感染症流行状況を考慮し別途公

告される。 

感染症流行予防・コントロール重点保障物資生産企

業（企業のリストは省級以上の発展改革部門、工

業・情報化部門が確定） 

4 

2020年 1月 1日から、感染症流行の影響が比較的大きく困難に直

面している業種の企業について、2020 年度に発生した欠損の繰り

延べ期限を最長 8年まで延長する。 

感染症流行により受けた影響が比較的大きく困難に

直面する業種の企業（困難に直面する業種には、交

通輸送、飲食、宿泊、旅行の四大分類が含まれる） 

5 

2020年 1月 1日から、公共交通輸送サービス、生活サービスの提

供及び居住者向けに必要な生活物資速達便の集荷・配達サービスの

提供により取得した収入に対し増値税を免除する。優遇政策の適用

期限は、感染症流行状況を考慮し別途公告される。 

「新型コロナウイルス感染の肺炎感染症流行予防・コン

トロール支援に関係する租税政策に関する財政部、税務

総局の公告」（2020年第 8号） 

「新型コロナウイルス感染の肺炎感染症流行予防・コン

トロール支援に関係する租税徴収管理事項に関する国

家税務総局の公告」（2020年第 4号） 

「営業税から増値税への徴収変更試行を全面的に推進

することに関する財政部、国家税務総局の通知」（財税

〔2016〕36 号） 

公共交通輸送サービス、生活サービス及び居住者向

けに必要な生活物資の速達便の集荷・配達サービス

を提供する納税者 

6 

衛生健康主管部門が輸入を手配し感染症流行の予防・コントロール

に直接使用される物資に対し、関税を免除する（2020年 1月 1日

から 2020年 3月 31日まで）。 

「新型コロナウイルス感染の肺炎感染症流行予防・コン

トロールに係る輸入物資免税政策に関する財政部、税関

総署、税務総局の公告」（2020年第 6号） 

衛生健康主管部門が輸入を手配し感染症流行予防・

コントロールに直接使用される物資 
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番号 優遇政策 文書名 対象企業/従業員 

7 

2020年 1月 1日から 2020年 3月 31日まで、免税輸入寄付物資の

範囲を拡大。感染症流行の予防・コントロールに使用する輸入物資

について、輸入関税及び輸入段階での増値税、消費税を免除する。 

「新型コロナウイルス感染の肺炎感染症流行予防・コン

トロールに係る輸入物資免税政策に関する財政部、税関

総署、税務総局の公告」（2020年第 6号） 

感染症予防・コントロールのため物資を輸入する国

内関係政府部門、企業単位・事業単位、社会団体、

個人及び訪中又は在中の外国公民が国外又は税関特

殊監督管理区域から輸入し、かつ、直接寄贈する場

合。国内加工貿易企業が寄贈する場合 

8 

2020年 1月 1日から、感染症流行に対応して寄付される現金及び

物品について、企業所得税を全額損金算入することが許可される。

優遇政策の適用期限は、感染症流行状況を考慮し別途公告される。 
「新型コロナウイルス感染の肺炎感染症流行予防・コン

トロール支援に関係する寄贈租税徴収政策に関する財

政部、税務総局の公告」（2020年第 9号） 

「新型コロナウイルス感染の肺炎感染症流行予防・コン

トロール支援に関係する租税徴収管理事項に関する国

家税務総局の公告」（2020年第 4号） 

公益性社会組織又は県級以上の人民政府及びその部

門等の国家機関を通じて新型コロナウイルス感染の

感染症流行の対応に対して寄付を行った企業 

9 

2020年 1月 1日から、感染症流行予防・治療任務を引き受ける病

院に対し、新型コロナウイルス感染症による肺炎流行の対応に使用

する物品を直接寄付する場合、企業所得税を全額損金算入すること

が許可される。 

感染症流行予防・治療任務を引き受ける病院に、新

型コロナウイルス感染の肺炎感染症対応に用いる物

品を直接寄付する企業 

10 

2020年 1月 1日から、感染症流行に対応して貨物を無償で寄付す

る単位に対して、増値税、消費税、都市維持・保護建設税、教育付

加税、地方教育付加税を免除する。優遇政策の適用期限は、感染症

流行状況を考慮し別途公告される。 

感染症流行対応貨物を無償で寄付する単位 

11 一部の製品について、輸出税還付率を引き上げる。 
「一部製品の輸出税還付率の引上げに関する財政部、税

務総局の公告」（2020年第 15号） 

セラミック製衛生器具等 1,084項目の製品について

輸出税還付率を 13%に引き上げ、植物成長調整剤等

380 項目の製品について輸出税還付率を 9%に引き

上げる。具体的な製品リストは当該公告の添付資料

を参照。 
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番号 優遇政策 文書名 対象企業/従業員 

12 

小規模納税者に対する増値税の段階的減免 

具体的な内容： 

1.2020 年 3 月 1 日から 5 月 31 日まで、湖北省の増値税小規模納

税者に対し、3%の徴収率を適用する課税販売収入について、増値

税を免除する。3%の予定徴収率を適用する増値税予納項目につい

ては、増値税の予納を一時的に停止する。 

2.2020年 3月 1日から 5月 31日まで、湖北省を除くその他の省、

自治区、直轄市の増値税小規模納税者に対し、3%の徴収率を適用

する課税販売収入について、徴収率を 1%に減税して増値税を徴収

する。次の公式に従い売上を計算：売上=税込み売上/(1+1%)。3%

の予定徴収率を適用する増値税予納項目については、徴収率を 1%

に減税して予納される増値税を徴収する。 

「個人工商業者の業務再開・事業再開支持に係る増値税

政策に関する財政部、税務総局の公告」（2020 年第 13

号） 

「個人工商業者の業務再開・事業再開等の支持に係る租

税徴収管理事項に関する国家税務総局の公告（2020 年

第 5号） 

増値税小規模納税者 

13 

2020年 1月 1日から 2022年 12月 31日まで、物流企業が自社保

有（自社使用又は賃貸を含む）又は賃借する大口商品の倉庫・貯蔵

施設用地について、該当する土地等級に適用される税額標準から

50%減額して都市・鎮土地使用税を計算し徴収する。 

 

※当該公告にいう大口商品の倉庫施設とは、同一の倉庫施設の占め

る面積が 6000平方メートル以上、かつ、主に食糧、綿花、搾油原

料、糖料作物、野菜、果物、肉類、水産物、化学肥料、農薬、種子

及び飼料等の農産品並びに農業生産手段、並びに石炭、コークス、

鉱、非金属鉱産物、原油、石油精製品、化学工業原料、木材、ゴム、

紙パルプ及び紙製品、鋼材、セメント、非鉄金属、建材、プラスチ

ック、紡績原料等の鉱産物並びに工業原料を保管する倉庫施設をい

う。 

「物流企業の大口商品倉庫・貯蔵施設の用地に係る都

市・鎮土地使用税優遇政策の実施継続に関する財税部、

税務総局の通知」（2020第 16号） 

物流企業が自社所有（自社使用又は賃貸を含む）又

は賃借する大口商品倉庫・貯蔵施設用地 
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番号 優遇政策 文書名 対象企業/従業員 

14 

2020年 2月 1日から 6月 30日まで、企業の電気使用コストを段

階的に引き下げる。 

具体的な内容： 

1.正常な操業、業務再開ができない企業に対し、容量（需要）電力

による電気料金計算方式を緩和し、周期及び減容（一時停止）期間

を変更する。電力使用者は、即日減容、一時停止、減容回復、及び

回復一時停止の申請が可能。変更を申請する使用者は、「電力使用

の一時停止は 15日を下回ってはならない」等の条件の制限を受け

ず、容量（需要）電力の電気料金が減免される。感染症の流行発生

以降操業停止又は生産停止している企業に対しては、減免期間を遡

って適用できる。 

2.感染症流行の予防・コントロールを満足に行うため生産能力を拡

大する必要がある企業に対しては、当初契約に従い最大需要電力方

式を選択し需要電力の料金を納付していた場合、実際の最大容量が

契約における最大需要電力の制限を受けず、超過部分については実

情に従い計算・徴収する。 

3.感染症流行の予防・コントロールのため直接サービスを提供する

医療等施設の新設・拡大建設に使用する電力需要については、高信

頼性電気供給費用等の免除措置を講じ、運営コストを引き下げる。 

4.エネルギー消費の多い業種の使用者を除き、送電企業が電力使用

者（市場取引に参加済みの使用者を含む）から電気料金を徴収する

際は、統一して使用者の本来の電気料金（電力会社の収入+政府の

代理にて収受する費用）の 95%に従い精算する。 

「感染症流行予防・コントロール期間における二部制電

気料金支援政策採用に係る企業の電気使用コスト引下

げに関する国家発展改革委員会弁公庁の通知」（発改弁

価格〔2020〕110号） 

「企業の電気使用コスト段階的引下げに係る企業の業

務再開・生産再開支援に関する通知」（発改価格〔2020〕

258 号） 

優遇政策を参照 
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第二部  社会保険及び積立金政策（2020年 3月 31日まで） 

番号 優遇政策 文書名 対象企業/従業員 

15 

企業の養老、失業、労働災害保険の企業負担部分を段階的に減免する。 

具体的な内容： 

1.2020年 2月から、湖北省は各種の社会保険参加企業（機関事業単位を除く）の

3項目の社会保険の企業負担部分の徴収を免除できる。免除期間は 5ヶ月を超え

ない。 

2.2020年 2月から、各省、自治区、直轄市（湖北省を除く）及び新疆生産建設兵

団（以下、「省」と総称する。）は、感染症流行の影響状況及び基金の受入れ能力

に基づき、中小零細企業の 3項目の社会保険企業負担部分の徴収を免除できる。

免除期間は 5ヶ月を超えない。大企業等その他社会保険参加企業（機関事業単位

を含まない）については、3 項目の社会保険の企業負担部分について半額に引き

下げ徴収できる。減額徴収期間は 3ヶ月を超えない。 

3.感染症流行の影響を受け生産経営に深刻な困難が発生した企業については、社

会保険料の納付猶予を申請できる。納付猶予期間は原則 6ヶ月を超えない。納付

猶予期間は延滞金の徴収を免除する。 

「企業の社会保険料を段階的に減免することに関する

人的資源社会保障部、財政部、税務総局の通知」（人社部

発〔2020〕11号） 

「企業の社会保険料を段階的に減免することに係る政

策を徹底・具体化することに関する国家税務総局の通

知」（税総函〔2020〕33号） 

機関事業単位を除く基本養老保険、失

業保険、労働災害保険加入単位 

16 

従業員の基本医療保険の企業負担部分を段階的に減額徴収する。 

具体的な内容： 

2020 年 2 月から、各地が基金収支の中長期バランスを確保する前提において、

従業員の医療保険の企業負担部分について半額に減額して徴収を実行する。減額

徴収期間は 5ヶ月を超えない。 

原則上、統一基金の累計決算後残高からの支払い可能月数が 6ヶ月を上回る統一

地区は、減額徴収を実施できる。支払い可能月数が 6ヶ月を下回るが、減額徴収

が確かに必要な統一地区は、各省が指導し統一して検討し手配する。 

「従業員の基本医療保険料を段階的に減免して徴収す

ることに関する国家医療保障局、財政部、税務総局の指

導意見」（医保発〔2020〕6号） 

「企業の社会保険料を段階的に減免することに係る政

策を徹底・具体化することに関する国家税務総局の通

知」（税総函〔2020〕33号） 

基本医療保険加入単位 
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番号 優遇政策 文書名 対象企業/従業員 

17 

2020年 6月 30日までに住宅積立金の納付猶予を申請 

具体的な内容： 

1.新型コロナウイルス感染症流行の影響を受ける企業は、2020年 6月 30日まで

に住宅積立金の納付猶予を申請可能。 

2.新型コロナウイルス感染症流行の影響を受ける従業員が 2020年 6月 30日まで

住宅積立金ローンを正常に返済できない場合、期間徒過の処理を行わず、期間を

徒過したとして記録せず信用調査部門への報告を行わない。既に報告された場合

は調整する。家賃の支払いに大きな負担がかかる従業員に対しては、借家に係る

住宅積立金受取限度額を合理的に引き上げ、受取期間を柔軟に手配する。 

3.新型コロナウイルスの流行が深刻及び比較的深刻だと認定された地区につい

て、企業は従業員と十分に協議するという前提の下、2020年 6月 30日までに住

宅積立金を任意で納付することができる。継続して納付する場合、納付比率を自

主的に確定する。納付を停止する場合、納付停止期間中は納付期間を連続して計

算し、従業員の住宅積立金の正常な受取及び住宅積立金ローンの申請に影響しな

い。 

「新型コロナウイルスに適切に対応して住宅積立金の

段階的支援政策を実施することに関する住宅及び都市・

農村建設部、財政部、中国人民銀行の通知」（建金〔2020〕

23号） 

感染症流行の影響を受ける企業及び

従業員 

18 

失業保険の就業安定補助金の返還力を増大 

具体的な内容： 

1.中小零細企業の失業保険の就業安定補助金返還政策に係るリストラ率標準につ

いて、前年度の統括地区の都市部登録失業率を上回らないという数値基準から、

前年度の全国都市部調査失業率の抑制目標まで緩和する。社会保険加入従業員が

30 人以下の企業については、リストラ率を企業の総従業員数の 20%を超えない

部分までに緩和する。 

2.湖北等の重点地区では、実情を考慮し感染症流行の影響を受けた全ての企業の

就業安定補助金返還政策に係るリストラ率標準を、前年度の全国の都市部調査失

業率抑制目標まで緩和する。 

3.具体的な実施方法は、関連省級人民政府が確定する。 

人的資源社会保障、教育部、財政部、交通運輸部、国家

衛生健康委員会「感染症流行予防・コントロール機関に

おける就業関係業務に関する通知」（人社部明電〔2020〕

2号） 

中小零細企業 

重点地区で感染症流行の影響を受け

た企業 
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第三部  金融優遇政策（2020年 3月 31日まで） 

番号 優遇政策 文書名 対象企業/従業員 

19 

特別貸出支援を通じ、金融機関による貸付支援力を強化 

具体的な内容： 

人民銀行は関連する全国的な銀行及び感染症流行予防・コントロール重点地区の地

方法人銀行に対し特別貸出しを行い、リスト内の企業に対する優遇貸付の実施を支

援する。毎月の特別貸出金利は、前月の一年物融資市場の最優遇貸出金利（LPR）

から 250 ベーシスポイント引き下げる。特別貸出期間は 1 年。金融機関は、関連

企業に対し優遇金利での融資支援を行う。貸出金利上限は、貸付時の直近で公布さ

れた一年物 LPRから 100ベーシスポイント引き下げる。 

「感染症流行予防・コントロールによる阻止戦に勝利して感染

症流行予防・コントロール重点保障企業の資金支援をすること

に関する財政部、国家発展改革委員会、工業情報化部、中国人

民銀行、監査署の緊急通知（財金〔2020〕5号） 

「利息補助資金の交付を加速して感染症流行予防・コントロー

ル重点保障企業の資金支援を強化することに関する財政部弁

公庁の補足通知」（財弁金〔2020〕13 号） 

感染症流行予防・コントロー

ル重点保障企業 

（発展改革委員会、工業情報

化部門が感染症流行予防・コ

ントロール重点保障企業の全

国版及び地方版を発布） 

20 

中央財政が利子補助資金を手配し、企業の融資コスト引き下げを支援 

具体的な内容： 

人民銀行の特別貸出支援を受ける企業に対し、中央財政による利子補助支援を行

う。人民銀行の特別貸出により金融機関を支援し金融機関が優遇金利での貸付支援

を提供することを踏まえ、中央財政が企業の実際に得る貸付金利の 50%に従い利

子の補助を行う。補助期間は 1年を超えない。 

「感染症流行予防・コントロールによる阻止戦に勝利して感染

症流行予防・コントロール重点保障企業の資金支援をすること

に関する財政部、国家発展改革委員会、工業情報化部、中国人

民銀行、監査署の緊急通知（財金〔2020〕5号） 

「利子補助資金の交付を加速して感染症流行予防・コントロー

ル重点保障企業の資金支援を強化することに関する財政部弁

公庁の補足通知」（財弁金〔2020〕13 号） 

人民銀行による特別貸出支援

を享受する感染症流行予防・

コントロール重点保障企業 

21 

企業に対し差別化した優遇金融サービスを提供。 

具体的な内容： 

1.感染症流行の影響が比較的大きい卸・小売、宿泊・飲食、物流・運輸送、文化・

旅行等の業種、及び発展・将来性があるが感染症流行の影響を受け一時的な困難に

遭遇している企業、特に零細企業に対し、盲目的に貸し剥がし、融資停止又は融資

を遅らせてはならない。 

2.感染症流行の影響が深刻な企業が期限到来時に返済が困難な場合、延期又は融資

を継続できる。 

3.貸出金利の適切な下方調整、無担保貸付及び中長期貸付の増加等の方式を通じ、

関連する企業が感染症災害の影響に打ち勝つよう支援する。 

4.各級の政府融資に係る担保・再担保機関は、再保証要求を取り消し、担保及び再

担保費用を低下させなければならない。 

5.感染症流行の影響が深刻な地区の融資に係る担保・再担保機構に対し、国家融資

担保基金は収受する再担保費用を半減させる。 

「新型コロナウイルス肺炎感染症流行の予防・コントロールの

金融支援を更に強化することに関する中国人民銀行、財政部、

中国銀行保険監督管理委員会、中国証券監督管理委員会、国家

外貨管理局の通知」（銀発〔2020〕29号） 

「金融強化サービスにより新型コロナウイルス肺炎感染症流

行の予防・コントロール業務を適切に行うことの支援に関する

財政部の通知」（財金〔2020〕3号） 

感染症流行の影響を受ける企

業、特に感染症流行重点保障

企業、感染症流行の影響が大

きい零細企業 
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番号 優遇政策 文書名 対象企業/従業員 

22 

中小企業に対する財政支援を強化し、中央の感染症流行予防・コントロール重点保

障企業リストに記載される現地中小企業が政策の規定に従い利息補助及び税徴収

の優遇を申請することに協力する。中央の貸付利息補助を踏まえ、地方財政がさら

なる支持を行うよう奨励する。 

「新型コロナウイルス肺炎感染症流行の予防・コントロールの

金融支援を更に強化することに関する中国人民銀行、財政部、

中国銀行保険監督管理委員会、中国証券監督管理委員会、国家

外貨管理局の通知」（銀発〔2020〕29号） 

「新型コロナウイルス肺炎感染症流行に対応し中小企業の業

務再開・生産再開を支援して困難を共に乗り越えることに関係

する業務に関する工業情報化部の通知」（工信明電〔2020〕14

号） 

感染症流行重点保障企業リス

トにある中小企業 

23 

中小企業に対する金融支援を強化。 

具体的な内容： 

1.貸出金利を適切に下方調整し、無担保貸付及び中長期貸付を増加させ、盲目的に

貸し剥がし、融資停止又は融資を遅らせてはならず、期限到来時に返済が困難な企

業に対しては、期間延長又は融資を継続できる。 

2.緊急に借換え料率を引き下げ、感染症の影響が比較的大きい企業のため緊急の借

換え資金を支援する。 

3.再保証要求を取り消し、担保及び再担保料率を引き下げる。返済能力を確かに欠

く小型零細企業に対しては、当該企業に融資・担保サービスを提供する各級政府融

資担保機関が遅滞なく代理弁済義務を履行し、感染症の影響状況をみて求償期限を

適切に延長しなければならない。消込条件に適合する場合、規定に従い代理弁済の

損失を消し込む。 

4.サプライチェーンの金融、商業ファクタリング、売掛金質権・抵当権、知的財産

質権等の融資方式を運用して中小企業に対する融資供給を拡大し、感染症流行期間

の中小零細企業に適合する融資商品をできる限り早く開発する。 

5.持分投資及びサービス促進を加速させ、中小企業のイノベーション支援を強化す

る。 

中小企業 

24 

感染症の影響を受けた企業の創業担保貸付の利子補助に対する支援力を増大し、感

染症の影響を受け一時的に収入源を失った零細企業の創業担保貸付申請時に、地方

の各級財政部門は関係各所と共同で優先的に支援する。 「金融強化サービスにより新型コロナウイルス肺炎感染症流

行の予防・コントロール業務を適切に行うことの支援に関する

財政部の通知」（財金〔2020〕3号） 

感染症流行の影響を受ける小

型零細企業 

25 

返済能力を確かに欠く零細企業に対し、それに融資・担保サービスを提供するため

の各級政府融資担保機関が遅滞なく代理弁済義務を履行し、感染症の影響状況をみ

て求償期限を適切に延長しなければならない。消込条件に適合する場合、規定に従

い代理弁済の損失を消し込む。 

返済能力が確実に欠ける小型

零細企業 
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番号 優遇政策 文書名 対象企業/従業員 

26 

元本利息返済の一時的な延期 

具体的な内容： 

1.貸付期限が到来した元本の手配に関して。困難に直面する中小零細企業の 2020

年 1月 25日以降に期限が到来した貸付元金について、貸付期間延長、継続融資等

の方法を通じ、企業に一定期間の臨時的な元金返済期間延長を手配する。元本返済

日は最長 2020年 6月 30日まで延長可能。感染症の影響が深刻又は回復周期が比

較的長く将来性が良好な少数の中小零細企業に対しては、実情及び企業との協議に

基づき別途期間延長の手配を確定する。 

2.貸付利息返済の手配に関して。2020年 1月 25日から 6月 30日まで中小零細企

業が支払わなければならない貸付利息について、企業に一定期間の利息支払い延期

を手配する。貸付利息支払日は最長 2020年 6月 30 日まで延長可能で、遅延利息

を免除する。 

3.上記の元本利息返済が一時的に延長された貸付について、銀行業・金融機関は実

質的なリスク判断を堅持し、感染症流行によらず貸付リスク分類を下方調整せず、

また企業の信用記録に影響させない。 

「中小零細企業への貸付に対する元本利息返済の一時的延期

実施に関する中国銀行保険監督管理委員会、中国人民銀行、国

家発展改革委員会、工業情報化部、財政部の通知」（銀保監発

〔2020〕6号） 

流動性の面で一時的に困難に

陥った中小零細企業の貸付 

 


